
 

 

 

DeSCヘルスケアのヘルスビッグデータを活用した研究 

第 45回日本臨床薬理学会学術総会における「優秀演題賞」を受賞 

 

株式会社ディー・エヌ・エーのヘルスケア事業の中核を担う株式会社データホライゾン(本社:広島県

広島市、代表取締役社長兼 CEO:瀬川 翔)の子会社、DeSC ヘルスケア株式会社(本社:東京都渋谷区、

代表取締役社長:瀬川 翔、以下 DeSC ヘルスケア)は、2024 年 12 月に開催された第 45 回日本臨床

薬理学会学術総会において、DeSC データベースを用いて研究した慶應義塾大学 栗原百萌先生を筆頭

演者とする学会発表が「優秀演題賞」を受賞したことをお知らせします。 

■受賞演題の概要 

「ベンゾジアゼピン受容体作動薬(BZD)の長期処方と診療報酬改定による影響の評価」 

筆頭演者：慶應義塾大学 栗原 百萌 先生 

【慶応義塾大学 栗原先生コメント】 

この度は第 45 回日本臨床薬理学会学術総会にて優秀演題賞という名誉ある賞を賜り、大変光栄に存

じます。これまでご指導いただいた漆原先生、岡田先生に深く感謝申し上げます。 

 

今回受賞の対象となったテーマは「ベンゾジアゼピン受容体作動薬(BZD)の長期処方と診療報酬改定

による影響の評価」です。BZD は承認用量範囲内の投与であっても長期間の連用で用量依存的に眠気

やふらつきなどの副作用が増加することが広く知られています。 

2018 年診療報酬改定では BZD が長期処方された場合に減算、処方を減薬した場合に加算とする規定

が設けられました。 

一方で、実習において患者さんに長い期間、BZD が処方されている現状を目の当たりにし、診療報酬

改定の効果を検証することで、より良い政策立案に少しでも貢献したいという思いをスタート地点

に、このテーマに取り組みました。 

 

https://desc-hc.co.jp/archives/publication/0169


研究結果は、診療報酬改定前後で長期処方割合に特段の変化は見られない一方で、BZD が長期処方さ

れた患者のうち診療報酬が減算されていた割合は、極めて低い結果となりました。このことから、減

算の除外要件である研修を受講することにより、減算を免れている医師が多くいる可能性を示唆しま

した。 

今後は、研修の受講を減算の除外要件から外すなど BZD の使用に関する規制を見直すほか、医療従

事者や患者さんに対する教育を強化すること、オレキシン受容体作動薬の使用や非薬物療法を推進す

るためのエビデンス創出を強化し、BZD の処方に頼らない治療を推進するための施策をより考えてい

く必要があると思っております。 

 

本研究にあたり DeSC ヘルスケア社のデータを使用いたしましたのは、DeSC データベースが健康保

険組合、国民健康保険に加え、後期高齢者医療制度のデータを多数保有しており、本研究の対象薬で

ある BZD は高齢者に多く処方されていることが明らかになっていることから、高齢者を主な対象と

した研究に最適であると考えたためです。 

今回データベースを使わせていただき、大変貴重な経験になりました。 

データをご提供くださった DeSC ヘルスケア社の関係者の皆様へ改めて御礼申し上げます。 

 

今後とも DeSC ヘルスケアは、リアルワールドデータを活用した研究を支援し、エビデンス創出を促

進することで、生活者の健康寿命の延伸と医療費適正化の課題解決に貢献していきます。 

 

 

DeSC ヘルスケア株式会社について 

DeSC ヘルスケアは、株式会社ディー・エヌ・エーのヘルスケア事業を担うグループ会社として、健

診・レセプト（医療機関受診履歴）・ライフログなどの多種多様な健康・医療情報を活用し、生活者

の健康増進および社会全体の医療課題の解決に取り組んでいます。保険者支援サービスやヘルスケア

アプリ「kencom®」などを通じて、データドリブンなヘルスケアソリューションの提供を進めて参

ります。 


